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¸ 全国1,050 か所に設置している「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」には、３
月末までに30万件近い相談（ほぼ全て「資金繰り」関連）が寄せられている。
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全産業
（除く金融保険業）

1.83 0.97

製造業 2.22 1.02

卸売業 3.96 1.54

小売業 1.10 1.07

宿泊業 0.55 0.24

飲食サービス業 0.45 0.47
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Å操業停止、休業によ
り売上げが計上でき
ない場合、給与等の
固定費は現預金等
の手元資産から拠出
せざるを得ない。

Å宿泊業・飲食サービス
業では、今後半年間
で資金繰り難が深刻
化する可能性。

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

全産業 3,578,176 135.1 （52.9 ％）

製造業 380,517 32.6 （47.5 ％）

卸売業 207,986 15.8 （59.9 ％）

小売業 623,072 14.4 （54.1 ％）

宿泊業
飲食サービス業

509,698 6.6 （69.5 ％）
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¸ 中国の生産や貿易が減少。関係する我が国の中小企業にも大きな影響。
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中小企業
中国

2,858 社
(32.2%)

タイ
958 社

(10.8%)

米国
919 社

(10.3%)

香港
553 社

(6.2%)

ベトナム
440 社

(5.0%)
8,887 社

(100.0%)

大企業
中国

3,434 社
(21.3%)

米国
2,068 社
(12.8%)

タイ
1,262 社
(7.8%)

シンガポール

769 社
(4.8%)

インドネシア

719 社
(4.5%)

16,116 社
(100.0%)

Ɫ ʿ ⁯⁯ᴪ ὓộˮ† ◙ὂṓיּ (PMI)˯

Ɫ ʿὊↄ▀Ộ ˮ 30 ᵤᵰⱧỘᶨ ṁ ₰˯™ ᴥῬ
( )ᶧᾬ χО˔ЈрГ˔Ѕψʺᶆ ӽχᵤᵰ◓ᵓּז Υ τ ϛϥ  ϬꜘΰοΜϥʻ



3

¸ 感染症の影響により、インバウンドをはじめとする国内消費が大幅に減少。
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10都市 256,732 70.1% ▲15.6%

札幌 9,332 2.5% ▲25.8%

仙台 5,260 1.4% 0.2%

東京 101,551 27.7% ▲12.8%

横浜 22,726 6.2% ▲7.2%

名古屋 24,217 6.6% ▲11.4%

京都 14,168 3.9% ▲18.4%

大阪 49,873 13.6% ▲21.0%

神戸 9,099 2.5% ▲14.4%

広島 7,398 2.0% ▲11.3%

福岡 13,107 3.6% ▲13.8%

10都市以外 109,396 29.9% ▲6.0%

全国 366,127 100.0% ▲12.2%

2019 年
2月

260.4 万
人

72.4 万人 71.6 万人 40.0 万人 17.9 万人 10.8 万人

2020 年
2月

108.5 万
人

8.7 万人 14.4 万人 22.0 万人 11.6 万人 9.8 万人

伸率 ▲58.3 ％ ▲87.9 ％ ▲79.9 ％ ▲44.9 ％ ▲35.5 ％ ▲9.1 ％
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¸ 小売業では一部で買いだめが生じているものの、総じて、業況は悪化。

２月に入り新型コロナウイルスの影響にて
の為、エンドユーザーの菓子、

食品関連資材が減となり、２月、３月は
前年割れを予想、来期への影響が懸念さ
れる。

製造業
（パルプ・紙・

紙加工品）

北海道

ボイラー関係の部品が
してしまい、納期

が間に合わなくなりそうな現場をいくつか抱
えている。受注を制限せざるを得ない。

建設業 群馬県

新型コロナウイルスによる
により、キャンセルが多く、予想以上に業績
悪化が予想される。今後が不安である。

宿泊業 宮崎県

今回の新型コロナウイルスの影響で
などでこれからの経

営が不透明である。

飲食業 茨城県

コロナウイルスの影響で、
、受注が増えた。

製造業
（機械器具）

長野県

１月下旬からの新型コロナウイルスの異常
事態により、 が起こり、
売上が桁違いに上昇している。

小売業 岡山県
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¸ 既に、企業の売上の減少、イベント・展示会の延期・中止といった影響が顕在化。
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¸ 感染症を含むリスクの影響を可能な限り小さくするためには、事前の備えも重要。
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üサクラファインテックジャパン株式会社（従業員170 名、資本金
9,900 万円）は、医療用機械器具の製造・販売を手掛ける企
業。

ü2013 年の風疹の流行を踏まえ、同年から、会社の全額費用負
担で、風疹・インフルエンザワクチンの社内での集団予防接種を
実施。2016 年10月には「感染症に係る業務継続計画」（以
下、「感染症BCP」という。）を策定。

ü新型コロナウイルス発生後、感染症BCPに基づき、すぐに発熱
者の出社禁止などの措置を開始、テレワークも推奨。チームごと
にオフィスと自宅とで勤務場所を分けてシフトを組むことで、感染
予防と業務継続の両立を図った。

ü感染症が発生した際、どのような行
動を取るべきか事前に社員が理解
していたため、社内の混乱をきたさず
にテレワークや時差勤務の拡充に踏
み切ることができた。

ṕ Ṗ

ü株式会社奥野工務店（従業員19名、資本金2,000 万円）
は、とび・土木工事なども手掛けている建築工事業者。

ü飛騨市は、3月3日から市内の全小中学校を臨時休業としたこ
とに伴い、同社では、社内の食堂兼休憩室を従業員の子供向
けの自習室として開放し、従業員の子供３名を受け入れること
にした。受け入れに当たっては、子供たちの感染予防を徹底して
おり、入室時は手洗い・うがいをすることを義務付けている。

üアットホームな経営を続けている同社では、以前より従業員同士
の交流も盛んで、会社の親睦会などに子連れで参加することも
よくあり、従業員と子供とは顔なじみということから、初日からス
ムーズな運営が行われた。

ü受け入れた場所となった社内の食堂
兼休憩室には、子供の両親だけでな
く、他の従業員もよく顔を出しており、
こうした子供たちとの交流を通じて、
社内の雰囲気も明るくなった。

ṕ Ṗ

社内集団予防接種の様子 感染予防もしながら自習に励む子供たち

¸ 「感染症BCP」に基づく対応事例や、従業員の生活を守るための取組事例も存在。

7

＜感染症BCPに基づく対応事例＞ ＜従業員の生活を守るための取組事例＞
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¸ 感染症の影響が広がる中でも、新たな「価値創造」に取り組む企業も存在。

新製品開発
困難な状況に自社の技術を生かせないかと考え、商業施設等の入口で「高熱の人をさりげなく検出」できるシステムを、
急遽１週間で開発。小型サーモグラフィカメラと腕時計型端末のセットで提供。【北海道】

新製品開発
空中で指や手を動かすだけでパソコン、スマホ、各種装置などを操作できる技術を開発し、特許申請中。触れずにエレ
ベーターのボタンやドアノブを操作するなどといった幅広い展開が考えられる。【近畿】

新製品開発
完全個室のフィットネスジムであり、他者と面会する機会の少ない特別なトレーニング環境を提供することができるため、
新型コロナウイルス対応で新規顧客数を増やすことができている。【中国】

販路開拓
物産展の中止等により食品の過剰在庫を抱える企業の商品を公開するホームページを開設。海産物や乳製品など
70社の商品が公開されており、全国からアクセスが殺到。非常時でも北海道ブランドの需要は高い。【北海道】

販路開拓
深刻な影響が出ている飲食店に対し、小規模飲食店向けモバイルオーダーサービスを創設。
ネットで注文、持ち帰り・店内飲食の選択ができ、キャッシュレス決済する仕組みとなっている。【沖縄】

販路開拓
オープンファクトリーを毎月開催し工業見学を行っていたが、最近は人気ユーチューバーと組んで工場見学のユーチュー
ブ動画も投稿している。これにより新型コロナウイルスにも対応できている。【近畿】

雇用
就活支援サイト（企業が直接学生にアプローチする逆求人サイト）を運営。
新型コロナウイルス対策の一環として、同業他社と共同でWebでの新卒採用活動支援を実施している。【近畿】

雇用
合同企業説明会の中止などを受け、VRを活用したヴァーチャル会社見学などのイベント企画に対する需要が増加。特
に大企業が、企業説明会中止の代替案として検討しているケースが多い。【近畿】

雇用
打撃を受けている観光・飲食業界の従事者を期間限定のアルバイトとして、警備業者が受入。同業界の従事者に
限って時給を通常より200 円増の1350 円に設定し、定員50名で来年３月末まで募集しており、元の仕事が回復す
れば無条件で戻れる制度に。既にホテルなどから要請有り。【九州】


